
 

世田谷区地域の絆ネットワーク支援補助金交付要綱(案) 

                    平成２６年 月  日 

２５世市推第   号 

（通則） 

第１条 地域の絆ネットワーク支援補助金（以下「補助金」という。）の交付については、世田

谷区補助金交付規則（昭和５７年５月世田谷区規則第３８号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（目的） 

第２条 補助金は、区内における町会・自治会等の地縁団体や、地域で公益的活動を行ってい

る団体が相互に協力し、地域の絆を深め、そのネットワークを広げながら実施する地域の活

性化への取組みに対して支援することを目的とする。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げるいずれ

にも該当する事業とする。 

（１）地域の活性化に取り組む事業 

（２）自主的、自立的及び継続的に行われ、非営利の公共性・公益性を有する事業 

（３）町会、自治会等の地縁団体をはじめとした、他の団体と協力を図る事業 

（４）宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的としない

事業 

（５）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的としない事業 

（６）特定の公職の候補者若しくは公職にあるもの若しくは政党を推薦し、又はこれらに反 

対することを目的としない事業 

（７）区または区の外郭団体などから、ほかに助成を受けていない事業 

（補助事業者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業

を行う者であって、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。 

（１）世田谷区内の地域活動団体又はこれらの連合体であること。 

（２）主な構成員が、区内在住、在勤、又は在学者であること。 

（３）５名以上で構成されていること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団若しくはその構成員（暴力

団の構成団体の構成員を含む。）の統制下にある者でないこと。 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、補助事業に要する経費のうち、次に掲げる経費の合計額とし、原

則として一補助事業者につき250,000円を限度とする。ただし、多数の団体又は人員が連携



 

し、協力する等多大な成果が期待できる場合は、この限りでない。 

 （１）人件費のうち講師又は専門家に対する謝礼等 

（２）事業実施に必要な場所確保のための使用料等 

（３）事業実施に必要な物品等の購入費、使用料等 

（４）事業実施に必要な資料印刷作成費、複写費等 

 （５）前各号に掲げるもののほか、事業実施に必要な経費。ただし、飲食費や最終的に個人

の所有に帰す物品等や主に個人の利益に属する経費、補助事業者の日常の運営に関わる経

費等を除外するものとする。 

２ 前項による補助金の交付額の総額は、予算の定める額を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 区長は、別に定める募集要領により、補助事業者を募集する。 

２ 区長は、補助金の交付を受けようとする補助事業者に、地域の絆ネットワーク支援補助金

交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）により申請させるものとする。 

（審査会） 

第７条 区長は、地域の絆ネットワーク支援事業審査会（以下「審査会」という。）を設置し、

前条第２項の規定により申請した補助事業者について、前条第１項の要領及び別に定める審

査基準に基づき補助金の交付の可否及び額について、審査を行わせる。 

２ 審査会は、生活文化部長及び生活文化部長が指定する職員をもって組織する。 

３ 審査会には会長を置き、生活文化部長の職にある者をもって充てる。 

４ 審査会の事務は、市民活動推進課および各総合支所地域振興課において行う。 

（交付の決定及び通知） 

第８条 区長は、申請書の提出があったときは、補助金の交付の可否及び額について審査会に

審査させ、補助金の交付を決定したときはその決定の内容及びこれに付けた条件を地域の絆

ネットワーク支援補助金交付決定通知書（第２号様式）により、補助金を交付しないことに

決定したときは地域の絆ネットワーク支援補助金不交付決定通知書（第３号様式）により、

その旨を速やかに申請した補助事業者に通知しなければならない。 

（申請の取下げ）  

第８条の２ 区長は、第６条の規定により申請書を提出した者が、前条の規定により補助金交

付の決定又は通知をする前に、当該申請を取り下げようとするときは、取下げ届（第３号の

２様式）により、その旨を速やかに区長に提出させなければならない。 

（補助金の交付請求） 

第９条  区長は、第８条の規定により交付の決定をしたときは、決定から14日以内に補助事業

者に、地域の絆ネットワーク支援補助金交付請求書（第４号様式）を提出させるものとする。 

２  区長は、前項の請求があったときは、速やかに当該請求に係る補助金を支払うものとす

る。 



 

（補助事業の変更の承認） 

第１０条  区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ地域の絆

ネットワーク支援補助金補助事業変更・中止・廃止承認申請書（第５号様式）により承認を

受けさせなければならない。ただし、第１号及び第２号に掲げる事項のうち軽微なものにつ

いては、この限りでない。 

（１）補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２  区長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、補助事業の変更又は中止若しく

は廃止を承認したときは、その旨を地域の絆ネットワーク支援補助金補助事業変更・中止・

廃止承認書（第６号様式）により、申請をした補助事業者に通知するものとする。 

（遂行命令等） 

第１１条  区長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２項の規定による調

査その他補助事業者が提出する報告等により、当該補助事業者の補助事業が補助金の交付の

決定の内容又はこれに付けた条件に従って遂行されていないと認めるときは、当該補助事業

者にこれらに従って当該補助事業を遂行すべきことを地域の絆ネットワーク支援補助金補助

事業遂行命令通知書（第７号様式）により命ずるものとする。 

（実績報告） 

第１２条  区長は、補助事業が完了したとき（第１０条第２項の規定により廃止の承認をした

ときを含む。）又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、当該完了の日又は

当該会計年度終了の日から１４日以内に、補助事業者に地域の絆ネットワーク支援補助金補

助事業実績報告書（第８号様式。以下「実績報告書」という。）を提出させなければならな

い。 

２  区長は、前項の実績報告書を受けたときは、実績報告書を審査し、必要があると認めたと

きは、その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付決定の内容に適合するものであるか

どうかを調査しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１３条  区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付の決定

の一部又は全部を取り消すものとする。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を当該補助事業以外の用途に使用したとき。 

（３）第１０条第２項の規定により補助事業の変更又は中止若しくは廃止の承認を行った

とき。 

（４）前条第１項の規定による実績報告による補助事業の成果又は補助事業の事業費の実

績額が第８条の交付決定の内容を下回るとき。 



 

（５）前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容、これに付けた条件、規則

の規定に基づく命令又は法令に違反したとき。 

２  区長は、前項の規定により取消しをしたときは、速やかにその内容を、当該補助事業者に

地域の絆ネットワーク支援補助金交付決定取消通知書（第９号様式。以下「取消通知書」と

いう。）により通知しなければならない。 

（補助金の返還） 

第１４条  区長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事

業の当該取消しに係る部分について、既に補助金が交付されているときは、取消通知書によ

り、期限を定めてその返還を補助事業者に命じなければならない。 

（違約加算金及び延滞金） 

第１５条  区長は、前条の規定により補助金の返還を命じたとき（第１３条第１項第３号又は

第４号の規定に該当し、補助金の返還を命じたときを除く。）は、補助事業者をしてその命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納

付した場合におけるその後の期間については既納額を控除した額）につき年１０．９５パー

セントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付させなければな

らない。 

２  区長は、補助金の返還を命じた場合において、補助事業者がこれを納期日までに納付しな

かったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年１０．

９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付させなけれ

ばならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割

合とする。 

（違約加算金の計算） 

第１６条  前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、補助事業者の納

付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命

じた補助金の額に充てるものとする。 

（延滞金の計算） 

第１７条  第１５条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補

助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の

計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額とする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 世田谷区地域の絆推進補助金交付要綱（平成２３年２月２１日２２世市推第７１１号）は、

廃止する。 


